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１ は じ め に
現在, 博物館法の改正に向けて様々な動きがある｡ このような動きは当然, 今回が初めて
ではない｡ 博物館法が1951年に公布, 52年に施行されて以来, より良い法制度にするために
















































⑨ 平成３年４月２日 (２本の法改正）法律第23号, 第25号
⑩ 平成５年11月12日法律第89号
⑪ 平成11年７月16日法律87号






















改めた｡ 第10条では「地方公共団体, 日本赤十字社, 民法第34条の法人または宗教法人が,
博物館を設置しようとするときは」の部分を「博物館を設置しようとする者は, 当該博物館









館法第７条「文部大臣は, 都道府県の教育委員会に対し, 都道府県の教育委員会は市 (特別















































































































「(当該博物館 (都道府県が設置するものを除く｡）が指定都市 (地方自治法 (昭和22年法
律第67号）第252条の19第１項の指定都市をいう｡ 以下この条及び第29条において同じ｡）






































られてしまうことになるからである｡ それゆえ, 今, 博物館法の改正に取り組めば, 博物館
に学芸員を必置にしたりするようなことにはならず, かえって折角の国家資格自体が骨抜き

































管, 展示, 調査研究は, それ自体専門的な事項であり, とりわけ一般公衆との関係における












































An introduction of study about Intellectual Freedom
in Museums of Japan
INOUE Satoshi
Museum Act in Japan is amended 19times from 1952 to 2017. But these Amendments are not
meaningful from the viewpoint of museum system in Japan. Because the purpose of discussion of
legal reform about Act is not clear.
And present economic, social and political situation will not make the amendment meaningful.
Now what needed is not amendment. It is the discussion about Intellectual Freedom in
“Museums”. We, museums in Japan should be study the precedent of the Libraries－Intellectual
freedom in Libraries－.
